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平
成　

年
度
の
各
会
計
歳
入
歳
出
決
算
が
、
第
３
回
町
議
会

22

定
例
会
で
認
定
さ
れ
ま
し
た
。

平
成　

年
度
末
で　

億
４，

６
３
７
万
６
千
円
を
有
し
て
い
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た
累
積
赤
字
は
、　

年
度
末
残
額
２
億
１，

３
１
５
万
４
千
円
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の
す
べ
て
を　

年
度
で
解
消
し
、
よ
う
や
く
７
年
間
の
町
を
あ

22

げ
て
の
行
財
政
改
革
の
成
果
が
確
め
ら
れ
た
こ
と
に
な
り
ま
す
。

し
か
し
、
独
立
採
算
を
基
本
と
す
る
７
つ
の
特
別
会
計
は
、

総
額
５
億
５
千
万
円
を
超
え
る
一
般
会
計
か
ら
の
繰
入
補
て
ん

に
よ
り
、
収
支
の
赤
字
を
か
ろ
う
じ
て
、
免
れ
て
い
る
状
況
が

続
い
て
い
ま
す
。

ま
た
、
防
災
対
策
な
ど
の
新
た
な
課
題
や
国
家
財
政
の
悪
化

が
危
惧
さ
れ
る
な
ど
の
情
勢
下
で
、
７
年
間
の
財
政
再
建
へ
の

道
の
り
を
教
訓
に
、
私
た
ち
は
「
健
全
財
政
の
維
持
」
と
「
行

政
サ
ー
ビ
ス
水
準
の
維
持
」
と
「
地
域
の
活
性
化
」
と
い
う
３

つ
の
課
題
の
克
服
の
た
め
に
、
こ
れ
か
ら
も
町
ぐ
る
み
で
努
力

し
て
い
か
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

 ―
 さ
ら
な
る
健
全
財
政
の
第
一
歩
に
 ―

平
成
　
年
度

 各
会
計
決
算
が
確
定

22

　
累
積
赤
字
　
億
4
，
6
0
0
万
円
が
解
消
　
 

10

【歳出】
対前年度比較決　算　額区　分

１，７１４万９千円４億５，９４３万１千円人 件 費義
務
的
経
費

（
　
・
３
％
）

２０
２，６４１万８千円９，４０８万９千円扶 助 費

▲５，０５３万円２億８，２３９万円公 債 費

１０億４，２３７万２千円１５億３，１９８万２千円普通建設
事業費等

投
資
的
経
費

（
　
・
２
％
）

３７

４，８１７万６千円３億４，６０２万７千円物 件 費そ
の
他
の
経
費
（
　
・
５
％
）

４２

２，２１０万２千円１億５７７万６千円維持補修費

▲３１２万５千円３億１，５９６万８千円補 助 費

２億３，３９５万７千円３億３，６２８万円積 立 金

３，４１３万８千円６億４，１１４万９千円繰 出 金
※（注１）

１万円３４万円そ の 他

１３億７，０６６万７千円４１億１，３４３万２千円合　　計

【歳入】
対前年度比較決　算　額区　　分

▲１，０９９万３千円１億６，３２０万６千円町　 税自主財源

１１万８千円５億２，２８４万６千円その他（１５．９７％）

６，５６２万８千円１６億７，０６７万５千円地方交付税依存財源

１１億７，４３５万３千円１９億３，９７７万９千円その他（８４．０３％）

１２億２，９１０万６千円４２億９，６５０万６千円合　　計
※（注1）北海道後期高齢者医療広域連合負担金、後志
広域連合負担金総額8,694万円を含む

一 般 会 計
歳入歳出決算額

４２億９，６５０万６千円歳　入　決　算　額

４１億１，３４３万２千円歳　出　決　算　額

５億５，４２０万８千円特別会計繰出金

１億８，３０７万４千円差　　引　　額

特 別 会 計
歳入歳出決算額

単年度の赤字補てんを
除く繰入金の主な内容差引額歳出決算額

歳　入　決　算　額
会　　計　　名

一般会計からの繰入金

０円８８万４千円０円８８万４千円老 人 保 健

国の活性化交付金事業分　836万円０円１億５，１９８万５千円９，７２１万３千円１億５，１９８万５千円簡 易 水 道 事 業

０円１億９，２２８万円６，５９８万３千円１億９，２２８万円事 業 勘 定国 民 健 康
国の活性化交付金事業分　221万円
累積赤字補てん分　2億1,315万円０円２億８，６９３万６千円２億２，４１６万９千円２億８，６９３万６千円直 診 勘 定保 険 事 業

０円７，０２６万９千円３，３４９万７千円７，０２６万９千円下 水 道 事 業

０円３，５００万５千円８９５万８千円３，５００万５千円介護福祉サービス事業

国の活性化交付金事業分　2,486万円０円２億２４０万９千円１億８５２万１千円２億２４０万９千円産業交流雇用対策推進事業

０円３，２７９万７千円１，５８６万８千円３，２７９万７千円後 期 高 齢 者 医 療

０円９億７，２５６万５千円５億５，４２０万８千円９億７，２５６万５千円合 計
※計数はそれぞれ四捨五入しているため、合計において一致していません。

監査委員の決算審査意見
（抜粋）

①実質公債費比率について
　早期健全化基準の25％は下回
っているが、起債発行の精査など
財政健全化対策を一層、推進すべ
きである。
②簡易水道・下水道特別会計
　加入率の向上や使用料の滞納
対策など、歳入の増加に対する施
策が必要である。
③岬の湯しゃこたん特別会計
　建物の補修や設備機器の更新
など、今後の施設の維持費増大が
懸念されるため、収入の確保や経
費の縮減、経営手法など抜本的な
改革が必要である。
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（億円）

■基金積立金の推移

■地方債残高の推移
（億円）

・Ｈ22年度は、財政調整基金に１億

円、減債基金に5,000万円など、合

計３億3,600万円の基金積み戻し

を行い、行財政改革以前のＨ15年

度とほぼ同額の水準に。

・Ｈ22年度は、総額4億4,100万円を

償還。地域情報通信基盤整備事

業や学校耐震補強事業など合計

４億5,000万円の新たな起債を借

入れ。

そのうち、償還額の全額が交付

税措置される臨時財政対策債が

１億5,600万円、過疎債など交付税

措置の有利な起債２億9,700万円

を活用。

①
財
務
省
の
新
た
な
財
政
基
準
（
自

主
財
源
余
裕
度
）
へ
の
対
応

・
総
務
省
の
４
つ
の
財
政
健
全
化
基

準
の
ほ
か
に
、
財
務
省
の
基
準
も
。

②
管
内
他
町
村
と
の
財
政
力
格
差
の

拡
大
（
別
表
１
参
照
）

③
国
や
道
の
新
た
な
地
方
支
援
施
策

の
機
動
的
な
有
効
活
用

・
自
主
財
源
に
乏
し
い
た
め
、
国
・

道
の
財
政
支
援
制
度
を
有
効
に
活
用

導
入
。

④
過
疎
地
域
自
立
促
進
特
別
措
置
法

年
限
の
短
縮
へ
の
対
応

・
こ
れ
ま
で
の
法
定
期
間　

年
似
６

10

年
（
Ｈ　

〜
Ｈ　

）
に
。

22

27

⑤
管
内
他
市
町
村
職
員
と
の
職
員
給

与
格
差
の
拡
大

⑥
地
方
交
付
税
交
付
金
の
充
当
歳
出

経
費
の
硬
直
化　

※
（
注
２
）

⑦
津
波
等
防
災
対
策
の
充
実
へ
の
対

　

応
・
頻
発
す
る
災
害
や
新
た
な
津
波
災

害
な
ど
へ
の
備
え
が
急
が
れ
る
。

※
（
注
２
）
一
般
会
計
歳
出
額
の

う
ち
、
人
件
費
、
扶
助
費
、
公
債

費
、
補
助
費
、
繰
出
金
の
合
計
だ

け
で
、　

億
９，

３
０
２
万
円
と
、

17

国
か
ら
の
地
方
交
付
税
収
入
総
額

　

億
７，

０
６
７
万
円
を
超
え
て

16し
ま
っ
て
い
る
の
が
積
丹
町
の
財

政
構
造
の
大
き
な
課
題
で
す
。

　

新
た
な
振
興
策
や
様
々
な
施
策

の
充
実
に
向
け
る
財
源
の
余
裕
が

な
い
の
が
悩
み
で
す
。

■特別会計累積赤字解消までの経過 　（百万円）

H２２H２１H２０H１９H１８H１７年度
会計別

０００００１０下 水 道

０００００１０６簡 易 水 道

００２８１０５１２９１５４健康保険
国 保

０２１３４０９６１６７７６７７６診 療 所

０２１３４３７７２１９０５１,０４６合 計
H17 H18 H H19 20 H21 H22

後志管内町村基金積立金残高状況
（H21年度）

（別表１）

・全道１４４町村

　平均１９.４５億円

・後志１９町村

　平均１６.７７億円

（注）備考資金と土地開発基金を含みません。

（億円）

累
積
赤
字
解
消
後
の
行
財
政
運
営

　
　
　「
3
つ
の
課
題
克
服
」
の
ポ
イ
ン
ト

■連結実質赤字比率の推移

 早期健全化基準（20％）


